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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第３四半期
累計期間

第９期
第３四半期
累計期間

第８期
第３四半期
会計期間

第９期
第３四半期
会計期間

第８期

会計期間

自 平成20年
10月１日

至 平成21年
６月30日

自 平成21年
10月１日

至 平成22年
６月30日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
６月30日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
６月30日

自 平成20年
10月１日

至 平成21年
９月30日

売上高（千円） 515,878 423,334 65,690 218,1871,107,544

経常利益（△は経常損失）

（千円）
△171,206△123,301△119,904 27,356 69,105

四半期（当期）純利益（△は四半

期純損失）（千円）
△104,366△73,555 △69,568 16,081 25,465

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ― ― ―

資本金（千円） ― ― 162,530 162,530 162,530

発行済株式総数（株） ― ― 102,000 102,000 102,000

純資産額（千円） ― ― 1,400,3541,426,0301,530,186

総資産額（千円） ― ― 1,486,5491,502,5531,727,863

１株当たり純資産額（円） ― ― 13,728.9613,980.6915,001.82

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は１株当たり四半期純損

失）（円）

△1,023.20△721.13 △682.05 157.66 249.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― 156.66 248.04

１株当たり配当額（円） ― ― ― ― 300

自己資本比率（％） ― ― 94.20 94.91 88.56

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△179,431 90,873 ― ― △144,287

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△27,254 △2,349 ― ― △27,254

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△60,164 △30,112 ― ― △60,320

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― ― 1,145,0721,238,4721,180,060

従業員数（人） ― ―   51   49 51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

　　　　４．第８期第３四半期累計（会計）期間及び第９期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　　　５．従業員数については、就業人員であります。

 

EDINET提出書類

日本ファルコム株式会社(E05360)

四半期報告書

 2/23



２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

  

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数（人）  49   　　

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　　当社は研究開発事業を主体とする会社であり、生産設備を保有していないため、該当事項はありません。

（２）受注状況

　　当社は受注による生産を行っていないため、該当事項はありません。

（３）販売実績

　　当第３四半期会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

製品部門（千円） 188,892 ＋329.2

ライセンス部門（千円） 29,294 ＋35.1

合計（千円） 218,187 ＋232.1

　（注）１．主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日） 

当第３四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
 至　平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社コナミデジタルエンタテイン

メント
24,834 37.8 163,592 75.0

CJ Internet Corp. 11,599 17.7 ― ―

　　　  ２．当第３四半期会計期間のCJ Internet Corp.については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しており

ます。　

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

　当社はコンテンツメーカーとして、オリジナリティあふれるゲームコンテンツ及びサービスの創出を行い、その

魅力を様々な分野・プラットフォームを通じて世界中のお客様にお伝えすることに努めております。 

　当第３四半期会計期間の製品部門におきましては「イースフェルガナの誓い」を発売しました。また、ロングラ

ンヒット中である「英雄伝説 空の軌跡」シリーズ及び「イース７」は引き続き好調な出荷状況となりました。 

　その結果、製品部門の当第３四半期会計期間の売上高は188百万円（前年同期比329.2％増）となりました。

　ライセンス部門におきましては、「イースオンライン」によるロイヤリティ収入がありましたほか、当社が有す

る3,400曲以上に及ぶ人気楽曲のiTunes store等の音楽ダウンロード販売サイトを通じた当社楽曲の販売、携帯電

話機向けのゲームダウンロード販売、攻略本等の出版許諾など、当社コンテンツの多方面への展開を推し進めまし

た。その結果、ライセンス部門の当第３四半期会計期間の売上高は29百万円（前年同期比35.1％増）となりまし

た。 

　それらの結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高は218百万円（前年同期比232.1％増）、営業利益は27百万

円(前年同期は119百万円の損失）、経常利益は27百万円（前年同期は119百万円の損失）、四半期純利益は16百万

円（前年同期は69百万円の損失）となりました。 

　 

（２）キャッシュ・フローの状況  

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末と

比較して34百万円増加し、1,238百万円となりました。各キャッシュ・フローの主な状況は、次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果増加した資金は34百万円（前年同期は121百万円の減少）となりました。これは主として、賞与引

当金の減少が８百万円、仕入債務の減少が６百万円ありましたものの、税引前四半期純利益が27百万円、減価償却

費が５百万円、棚卸資産の減少が５百万円、未払消費税の減少が５百万円ありましたためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローの増減はありません。(前年同期は６百万円の増加） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果減少した資金は110千円（前年同期は249千円の減少）となりました。これは配当金の支払いによ

るものであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（４）研究開発活動 

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、75百万円であります。なお、当第３四半期会計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　　

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。また、当第３四半期会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 348,000

計 348,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     102,000     102,000
東京証券取引所

　　（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計     102,000     102,000 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日から当四半期報告書の提出日までの新株予約権の行使により

　　 　発行されたものは含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況は以下のとおりであります。

　（平成14年４月18日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 16

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年４月19日

至　平成24年４月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　4,000

資本組入額　2,000

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、

当社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にな

ければならない。権利者の新株予約権の相続はできな

い。

　その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と割当者との間で締結する新株予

約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項    　　　   ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   　　　  ─ 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は50株であります。　

２．新株予約権の目的となる株式の数につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調

整されます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　調整前株式数 × 調整前行使価額

調整後株式数 ＝ ────────────────　

                        調整後行使価額 

なお調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

３．新株予約権の行使時の払込金額につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調整

されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率 

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株当たり払込金額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数 ＋ ──────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────────────────────　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数 

 

なお調整の結果生じる１円未満の端数は切り捨てます。

４．新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。

５．新株予約権の喪失について

　　被付与者は、次の各号に定める場合には会社に対する新株予約権を喪失するものとします。
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　(1）自己都合により会社を退職したとき。但し、役員への就任を除く。

　(2）禁固以上の刑に処せられたとき。もしくは当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受け

たとき。

　(3）書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

　(4）上記のほか、細目等については当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。

６．平成14年８月１日付けの株式分割（１：５）、平成16年5月20日付けの株式分割（１：２）及び平成17年8月19

日付けの株式分割（１：５）により、数値の調整を行っております。
 
 

　（平成16年12月16日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50

新株予約権の行使時の払込金額（円） 54,600

新株予約権の行使期間
自　平成17年１月28日

至　平成25年１月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　54,600

資本組入額　27,300

新株予約権の行使の条件　

　本新株予約権の割当を受けた者が権利行使時においても

当社の取締役、または従業員の地位にあることを条件とす

る。

　１個の本新株予約権の一部につき新株予約権を行使

することはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は５株であります。

２．新株予約権の目的となる株式の数につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調

整されます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　調整前株式数 × 調整前行使価額

調整後株式数 ＝ ────────────────　

                        調整後行使価額 

なお調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。
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３．新株予約権の行使時の払込金額につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調整

されます。

               　　　　　　　　　　　　　　　　 　１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率 

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株当たり払込金額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数 ＋ ──────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────────────────────　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数 

なお調整の結果生じる１円未満の端数は切り捨てます。

４．新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。

５．新株予約権の喪失について

　　被付与者は、次の各号に定める場合には会社に対する新株予約権を喪失するものとします。

　(1）自己都合により会社を退職したとき。但し、役員への就任を除く。

　(2）禁固以上の刑に処せられたとき。もしくは当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受け

たとき。

(3）書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

(4）上記のほか、細目等については当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。

６．平成17年8月19日付けの株式分割（１：５）により、数値の調整を行っております。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年４月１日～

 平成22年６月30日 
― 102,000 ― 162,530 ― 317,763

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）  普通株式　102,000 102,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　　102,000 ― ―

総株主の議決権 ― 102,000 ―

　

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 26,40022,08021,60021,30020,20026,80026,80025,00021,720

最低（円） 21,45018,00018,60019,50018,90018,90020,00020,00020,050

　　　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年10月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受

けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,238,472 1,180,060

売掛金 22,580 362,714

製品 2,050 2,975

原材料 19,412 4,315

その他 90,126 34,116

貸倒引当金 △75 △2,270

流動資産合計 1,372,566 1,581,912

固定資産

有形固定資産 ※1
 18,214

※1
 21,513

無形固定資産 46,615 56,245

投資その他の資産 ※2
 65,156

※2
 68,192

固定資産合計 129,986 145,951

資産合計 1,502,553 1,727,863

負債の部

流動負債

買掛金 23,498 69,801

未払法人税等 746 13,348

賞与引当金 4,950 14,850

その他 47,328 99,678

流動負債合計 76,522 197,677

負債合計 76,522 197,677

純資産の部

株主資本

資本金 162,530 162,530

資本剰余金 317,763 317,763

利益剰余金 945,737 1,049,893

株主資本合計 1,426,030 1,530,186

純資産合計 1,426,030 1,530,186

負債純資産合計 1,502,553 1,727,863
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 515,878 423,334

売上原価 176,667 142,068

売上総利益 339,210 281,265

販売費及び一般管理費 ※
 512,350

※
 405,965

営業損失（△） △173,139 △124,700

営業外収益

受取利息 929 258

未払配当金除斥益 1,003 1,139

営業外収益合計 1,933 1,398

経常損失（△） △171,206 △123,301

特別利益

貸倒引当金戻入額 711 －

特別利益合計 711 －

特別損失

本社移転費用 3,287 －

特別損失合計 3,287 －

税引前四半期純損失（△） △173,782 △123,301

法人税、住民税及び事業税 424 397

法人税等調整額 △69,839 △50,143

法人税等合計 △69,415 △49,745

四半期純損失（△） △104,366 △73,555
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 65,690 218,187

売上原価 19,792 59,647

売上総利益 45,898 158,539

販売費及び一般管理費 ※
 165,803

※
 131,183

営業利益又は営業損失（△） △119,904 27,356

経常利益又は経常損失（△） △119,904 27,356

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,536 －

特別利益合計 3,536 －

特別損失

本社移転費用 599 －

特別損失合計 599 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △116,968 27,356

法人税、住民税及び事業税 132 132

法人税等調整額 △47,532 11,142

法人税等合計 △47,399 11,274

四半期純利益又は四半期純損失（△） △69,568 16,081
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △173,782 △123,301

減価償却費 13,383 15,278

貸倒引当金の増減額（△は減少） △711 9,688

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,350 △9,900

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） △12,555 －

本社移転費用 152 －

受取利息及び受取配当金 △929 △258

売上債権の増減額（△は増加） 94,198 340,133

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,330 △14,171

その他の資産の増減額（△は増加） △10,416 △10,199

仕入債務の増減額（△は減少） △15,137 △46,302

未払金の増減額（△は減少） △8,105 △51,651

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,090 △5,612

その他の負債の増減額（△は減少） 2,435 1,926

小計 △137,578 105,629

利息及び配当金の受取額 929 258

法人税等の支払額 △42,782 △15,014

営業活動によるキャッシュ・フロー △179,431 90,873

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △22,390 △2,349

敷金及び保証金の差入による支出 △29,981 －

敷金及び保証金の回収による収入 25,118 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,254 △2,349

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △60,164 △30,112

財務活動によるキャッシュ・フロー △60,164 △30,112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △266,850 58,411

現金及び現金同等物の期首残高 1,411,923 1,180,060

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,145,072 1,238,472
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　該当事項はありません。　

 

【簡便な会計処理】

　　該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

    該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成21年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 

　 24,807千円 　 19,159千円

※２　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 11,883千円 投資その他の資産 4,000千円

   

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

次のとおりであります。

研究開発費 230,503千円

広告宣伝費 123,715

研究開発費 225,431千円

　     

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

次のとおりであります。

研究開発費 85,276千円

広告宣伝費 29,932

研究開発費 75,414千円

　     

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） 

 （千円）

現金及び預金     1,145,072

現金及び現金同等物     1,145,072

 

 （千円）

現金及び預金     1,238,472

現金及び現金同等物     1,238,472
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　102,000株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　　　　　　　

　  

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月18日

定時株主総会
普通株式 30,600 300平成21年９月30日平成21年12月19日利益剰余金

  

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 13,980.69円 １株当たり純資産額 15,001.82円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,023.20円 １株当たり四半期損失金額(△) △721.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 
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　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失(△)（千円） △104,366 △73,555

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △104,366 △73,555

期中平均株式数（株） 102,000 102,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

 ―  ―

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △682.05円 １株当たり四半期純利益金額 157.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額　
　156.66円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額（△は四半期純損失金

額）
　 　

四半期純利益（△は四半期純損失）（千円） △69,568 16,081

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（△は四半期純損

失）（千円）
△69,568 16,081

期中平均株式数（株） 102,000 102,000

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（千円）　 ― ―

普通株式増加数　     647

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

 ―  ―

 

（重要な後発事象）

　　　  該当事項はありません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

日本ファルコム株式会社

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 川野　佳範　　印

 
代表社員 
業務執行社員

 公認会計士 古藤　智弘　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ファルコム株式

会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの第８期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本ファルコム株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、第１四半期会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月11日

日本ファルコム株式会社

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 古藤　智弘　　印

 業務執行社員  公認会計士 坂下　藤男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ファルコム株式

会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第９期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本ファルコム株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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